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※下記の内容は、2016年 10月1日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 就業規則等における根拠規定 

 試用期間の延長について、これを制限する法令はない。 

 したがって、使用者と社員の合意により延長ルールを設けることは可能であり、実務的には、就業

規則等において、試用期間を延長することがある旨の根拠規定を設けておくことが肝要である。 

 しかし、試用期間の延長を無制限に認めると、社員の不安定な地位を長期化させることになるので、

試用期間の延長を無限定に認めることはできない。 

 

2. 合理的事由 

 そこで、試用期間の延長が認められる場合とは、どのようなケースであるかが問題となる。 

 この点、裁判例には、最初の試用期間満了時に「すでに社員として不適格と認められるけれども、な
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によっては、登用してもよいとして即時不採用とせず、試用の状態を続

けていくとき」を「合理的事由」がある場合として、認めたものがある（大阪読売新聞社事件 大阪高裁 

昭 45.7.10 判決）。また、雅叙園観光事件（東京地裁 昭 60.11.20 判決）においては、「被告会社における試

用期間は、新採用者が正社員として本採用するに足りる職務適格性を有するか否かを判断するための期間

であり、その間に職務不適格と判断された場合には解雇することができるとの解雇権が留保された期間で

あると解することができる。そして、この試用期間の趣旨に照らせば、試用期間満了時に一応職務不適格

と判断された者について、直ちに解雇の措置をとるのではなく、配置転換などの方策により更に職務適格

性を見出すために、試用期間を引き続き一定の期間延長することも許される」と判示している。 

 さらに、「即時不適格と断定して企業から排除することはできないけれども、他方適格性に疑問があっ

て、本採用して企業内に抱え込むことがためらわれる相当な事由が認められるためなお、選考の期間を必

要とする」ときも、「合理的な事由」と認めてよいだろう。この場合、延長後に本採用の可否を判断す

る際には、延長期間前の事由だけでなく、延長期間後の事由も併せて検討し、判断することになる。 
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